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(57)【要約】
【課題】扁平管を製造する際に内部へ流入するろう材の
量を低減しうる扁平管の製造方法を提供する。
【解決手段】扁平管を製造するための扁平管製造用板状
体20の上下壁形成部21における側壁用凸条が隆起した側
の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸
濁液を塗布する。被覆壁形成部24における側壁用凸条が
隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ、
ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか
１種との混合物フラックスの懸濁液を塗布する。扁平管
製造用板状体20連結部の両側でヘアピン状に折り曲げて
両側壁用凸条9どうしを突き合わせた後、被覆壁形成部2
4を折り曲げて両側壁用凸条9の外面に沿わせて折り曲げ
体を得る。折り曲げ体を所定温度に加熱し、両側壁用凸
条9の先端部どうしおよび被覆壁形成部24と両側壁用凸
条９とをろう付する。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
互いに対向する１対の平坦壁と、両平坦壁の両側縁どうしにまたがって設けられた２つの
側壁とを備えており、第１の側壁が両平坦壁と一体に形成され、第２の側壁が両平坦壁の
側縁に隆起状に一体成形された側壁用凸条の先端どうしが突き合わされてろう付されるこ
とにより形成され、一方の平坦壁の側壁用凸条側の側縁に、第２の側壁の外面を覆う被覆
壁が一体に形成されている扁平管を製造する方法であって、全体が少なくとも一面にろう
材層が形成された１枚のアルミニウムブレージングシートを圧延することにより形成され
ており、２つの平坦壁形成部と、両平坦壁形成部を一体に連結しかつ第１の側壁を形成す
る連結部と、両平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁に、それぞれ平坦壁形成部
から前記ろう材層が形成された側に隆起するように設けられた側壁用凸条と、いずれか一
方の平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁を延長することにより設けられた被覆
壁形成部とを備えている扁平管製造用板状体を使用し、扁平管製造用板状体における側壁
用凸条が隆起した側のろう材層面にフラックスの懸濁液を塗布した後、扁平管製造用板状
体を連結部の両側でヘアピン状に折り曲げて両側壁用凸条どうしを突き合わせ、ついで被
覆壁形成部を折り曲げて両側壁用凸条の外面に沿わせて折り曲げ体を得た後、折り曲げ体
を所定温度に加熱し、両側壁用凸条の先端部どうしおよび被覆壁形成部と両側壁用凸条と
をろう付することを含む扁平管の製造方法において、
　被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう
材の流動性を、扁平管製造用板状体の他の部分のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流
動性よりも低下させることを特徴とする扁平管の製造方法。
【請求項２】
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ
、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか１種との混合物フラックスの懸
濁液を塗布することを特徴とする請求項１記載の扁平管の製造方法。
【請求項３】
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、混合物フラックスの懸
濁液を、混合物フラックス付着量が１～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する請求項２記載
の扁平管の製造方法。
【請求項４】
両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスの懸濁液を塗布し、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう
材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、両平坦壁形成
部へフラックス付着量よりも少なくなるように塗布する請求項１記載の扁平管の製造方法
。
【請求項５】
両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスの懸濁液を、フラックス付着量が４～３０ｇ／ｍ２となるように塗布し、被覆
壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラッ
クスの懸濁液を、フラックス付着量が、４ｇ／ｍ２未満（但し、０ｇ／ｍ２も含む）とな
るように塗布する請求項４記載の扁平管の製造方法。
【請求項６】
全体が少なくとも一面にろう材層が形成された１枚のアルミニウムブレージングシートを
圧延することにより形成されており、２つの平坦壁形成部と、両平坦壁形成部を一体に連
結しかつ第１の側壁を形成する連結部と、両平坦壁形成部における連結部とは反対側の側
縁に、それぞれ平坦壁形成部から前記ろう材層が形成された側に隆起するように設けられ
た側壁用凸条と、いずれか一方の平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁を延長す
ることにより設けられた被覆壁形成部とを備えている扁平管製造用板状体を使用し、扁平
管製造用板状体における側壁用凸条が隆起した側のろう材層面にフラックスの懸濁液を塗
布した後、扁平管製造用板状体を連結部の両側でヘアピン状に折り曲げて両側壁用凸条ど
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うしを突き合わせ、ついで被覆壁形成部を折り曲げて両側壁用凸条の外面に沿わせること
により、複数の折り曲げ体を形成すること、複数の折り曲げ体挿入穴が間隔をおいて形成
されている１対のヘッダ、およびフィンを用意すること、１対のヘッダを間隔をおいて配
置するとともに、複数の折り曲げ体とフィンとを交互に配置すること、折り曲げ体の両端
部をヘッダの折り曲げ体挿入穴に挿入すること、ならびに折り曲げ体の両側壁用凸条どう
しおよび両側壁用凸条の外面と被覆壁形成部とをろう付して扁平管を製造すると同時に、
扁平管とヘッダ、および扁平管とフィンとをそれぞれ同時にろう付することを特徴とする
熱交換器の製造方法において、
　折り曲げ体の被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出
した溶融ろう材の流動性を、扁平管製造用板状体の他の部分のろう材層から溶け出した溶
融ろう材の流動性よりも低下させることを特徴とする熱交換器の製造方法。
【請求項７】
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ
、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか１種との混合物フラックスの懸
濁液を塗布することを特徴とする請求項６記載の熱交換器の製造方法。
【請求項８】
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、混合物フラックスの懸
濁液を、混合物フラックス付着量が１～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する請求項７記載
の熱交換器の製造方法。
【請求項９】
両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスの懸濁液を塗布し、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう
材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、両平坦壁形成
部へフラックス付着量よりも少なくなるように塗布する請求項６記載の熱交換器の製造方
法。
【請求項１０】
両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスの懸濁液を、フラックス付着量が４～３０ｇ／ｍ２となるように塗布し、被覆
壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラッ
クスの懸濁液を、フラックス付着量が、４ｇ／ｍ２未満（但し、０ｇ／ｍ２も含む）とな
るように塗布する請求項９記載の熱交換器の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は扁平管の製造方法に関し、さらに詳しくは、たとえばカーエアコンのコンデ
ンサおよびエバポレータ、自動車用ラジエータ、自動車用オイルクーラなどの熱交換器の
熱交換管として使用される扁平管を製造する方法に関する。
【０００２】
　この明細書および特許請求の範囲において、「アルミニウム」という用語には、純アル
ミニウムの他にアルミニウム合金を含むものとする。なお、当然のことながら、元素記号
で表現された金属には、その合金は含まれない。
【背景技術】
【０００３】
　近年、たとえばフロン系冷媒を使用するカーエアコン用コンデンサとして、図７に示す
ように、互いに間隔をおいて平行に配置された１対のヘッダ(50)(51)と、両端がそれぞれ
両ヘッダ(50)(51)に接続された並列状のアルミニウム製扁平状熱交換管(52)と、隣り合う
熱交換管(52)の間の通風間隙に配置されるとともに、両熱交換管(52)にろう付されたアル
ミニウム製コルゲートフィン(53)と、第１ヘッダ(50)の周壁上端部に接続された入口部材
(54)と、第２ヘッダ(51)の周壁下端部に接続された出口部材(55)と、第１ヘッダ(50)の中
程より上方位置の内部に設けられた第１仕切板(56)と、第２ヘッダ(51)の中程より下方位
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置の内部に設けられた第２仕切板(57)とを備えており、第１仕切板(56)よりも上方に配置
された熱交換管(52)の本数、第１仕切板(56)と第２仕切板(57)の間の熱交換管(52)の本数
、第２仕切板(57)よりも下方に配置された熱交換管(52)の本数がそれぞれ上から順次減少
されて通路群を構成しており、入口部材(54)から流入した気相の冷媒が、出口部材(55)よ
り液相となって流出するまでに、コンデンサ内を各通路群単位に蛇行状に流れるようにな
されているいわゆるマルチフロー型と称されるコンデンサが、従来のサーペンタイン型コ
ンデンサに代わり、高性能化、低圧力損失および超コンパクト化を実現しうるものとして
広く使用されている。
【０００４】
　前記コンデンサの熱交換管(52)は、熱交換効率が優れていることはもちろんのこと、そ
の内部に高圧ガス冷媒が導入されるため耐圧性が要求される。しかも、コンデンサのコン
パクト化を図るため熱交換管(52)の管壁が薄肉でかつ管高さが低いことが要求される。
【０００５】
　上述した熱交換管(52)に用いられる扁平管として、特許文献１に記載されたものが知ら
れている。特許文献１に記載された扁平管は、互いに対向する１対の平坦壁と、両平坦壁
の両側縁にまたがる両側壁と、両側壁間において両平坦壁にまたがるとともに長さ方向に
伸びかつ相互に所定間隔をおいて設けられた複数の補強壁とを備えているとともに、内部
に並列状の複数の流体通路を有しており、第１の側壁が両平坦壁と一体に形成され、第２
の側壁が両平坦壁の側縁に隆起状に一体成形された側壁用凸条の先端どうしが突き合わさ
れてろう付されることにより形成され、一方の平坦壁の側壁用凸条側の側縁に、第２の側
壁の外面を覆う被覆壁が一体に形成されるとともに、当該被覆壁が第２の側壁にろう付さ
れたものである。
【０００６】
　このような扁平管は、特許文献１に記載されているように、２つの平坦壁形成部と、両
平坦壁形成部を一体に連結し、かつ第１の側壁を形成する連結部と、両平坦壁形成部にお
ける連結部とは反対側の側縁に、それぞれ平坦壁形成部から同一側に隆起するように設け
られた側壁用凸条と、いずれか一方の平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁を延
長することにより設けられ、かつ平坦壁形成部と同一厚みの被覆壁形成部とを備えている
扁平管製造用板状体を用意し、当該扁平管製造用板状体における側壁用凸条を含んだ両平
坦壁形成部の上面と、被覆壁形成部の上面とに、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液
を、フラックス付着量が各部で等しくなるように塗布した後、扁平管製造用板状体を連結
部の両側においてヘアピン状に折り曲げて側壁用凸条の先端部どうしを突き合わせた後、
被覆壁形成部を折り曲げて両側壁用凸条の外面を覆って折り曲げ体をつくり、ついで両側
壁用凸条の先端部どうしおよび両側壁用凸条の外面と被覆壁形成部とを同時にろう付する
ことを含む方法で製造されている。
【０００７】
　しかしながら、上述した扁平管の製造方法によれば、折り曲げ体をつくった後のろう付
時に、被覆壁形成部における両側壁用凸条に接していた面に存在していたろう材層から溶
け出した溶融ろう材の多くが、隙間を通って扁平管の内部に流入することがある。したが
って、製造された扁平管の流体通路、特に、被覆壁側の端部の流体通路の通路断面積が、
予め決められた大きさよりも小さくなることがある。
【特許文献１】特開２００６－７８１６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　この発明の目的は、前記問題を解決し、上述した扁平管を製造する際に内部へ流入する
ろう材の量を低減しうる扁平管の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、前記目的を達成するために以下の態様よりなる。
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【００１０】
　1)互いに対向する１対の平坦壁と、両平坦壁の両側縁どうしにまたがって設けられた２
つの側壁とを備えており、第１の側壁が両平坦壁と一体に形成され、第２の側壁が両平坦
壁の側縁に隆起状に一体成形された側壁用凸条の先端どうしが突き合わされてろう付され
ることにより形成され、一方の平坦壁の側壁用凸条側の側縁に、第２の側壁の外面を覆う
被覆壁が一体に形成されている扁平管を製造する方法であって、全体が少なくとも一面に
ろう材層が形成された１枚のアルミニウムブレージングシートを圧延することにより形成
されており、２つの平坦壁形成部と、両平坦壁形成部を一体に連結しかつ第１の側壁を形
成する連結部と、両平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁に、それぞれ平坦壁形
成部から前記ろう材層が形成された側に隆起するように設けられた側壁用凸条と、いずれ
か一方の平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁を延長することにより設けられた
被覆壁形成部とを備えている扁平管製造用板状体を使用し、扁平管製造用板状体における
側壁用凸条が隆起した側のろう材層面にフラックスの懸濁液を塗布した後、扁平管製造用
板状体を連結部の両側でヘアピン状に折り曲げて両側壁用凸条どうしを突き合わせ、つい
で被覆壁形成部を折り曲げて両側壁用凸条の外面に沿わせて折り曲げ体を得た後、折り曲
げ体を所定温度に加熱し、両側壁用凸条の先端部どうしおよび被覆壁形成部と両側壁用凸
条とをろう付することを含む扁平管の製造方法において、
　被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう
材の流動性を、扁平管製造用板状体の他の部分のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流
動性よりも低下させることを特徴とする扁平管の製造方法。
【００１１】
　2)被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、Ｌ
ｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか１種との混合物フラックス
の懸濁液を塗布することを特徴とする上記1)記載の扁平管の製造方法。
【００１２】
　3)被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、混合物フラックス
の懸濁液を、混合物フラックス付着量が１～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する上記2)記
載の扁平管の製造方法。
【００１３】
　4)両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４から
なるフラックスの懸濁液を塗布し、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面の
ろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、両平坦壁
形成部へフラックス付着量よりも少なくなるように塗布する上記1)記載の扁平管の製造方
法。
【００１４】
　5)両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４から
なるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が４～３０ｇ／ｍ２となるように塗布し、
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフ
ラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、４ｇ／ｍ２未満（但し、０ｇ／ｍ２も含む）
となるように塗布する上記4)記載の扁平管の製造方法。
【００１５】
　6)全体が少なくとも一面にろう材層が形成された１枚のアルミニウムブレージングシー
トを圧延することにより形成されており、２つの平坦壁形成部と、両平坦壁形成部を一体
に連結しかつ第１の側壁を形成する連結部と、両平坦壁形成部における連結部とは反対側
の側縁に、それぞれ平坦壁形成部から前記ろう材層が形成された側に隆起するように設け
られた側壁用凸条と、いずれか一方の平坦壁形成部における連結部とは反対側の側縁を延
長することにより設けられた被覆壁形成部とを備えている扁平管製造用板状体を使用し、
扁平管製造用板状体における側壁用凸条が隆起した側のろう材層面にフラックスの懸濁液
を塗布した後、扁平管製造用板状体を連結部の両側でヘアピン状に折り曲げて両側壁用凸
条どうしを突き合わせ、ついで被覆壁形成部を折り曲げて両側壁用凸条の外面に沿わせる
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ことにより、複数の折り曲げ体を形成すること、複数の折り曲げ体挿入穴が間隔をおいて
形成されている１対のヘッダ、およびフィンを用意すること、１対のヘッダを間隔をおい
て配置するとともに、複数の折り曲げ体とフィンとを交互に配置すること、折り曲げ体の
両端部をヘッダの折り曲げ体挿入穴に挿入すること、ならびに折り曲げ体の両側壁用凸条
どうしおよび両側壁用凸条の外面と被覆壁形成部とをろう付して扁平管を製造すると同時
に、扁平管とヘッダ、および扁平管とフィンとをそれぞれ同時にろう付することを特徴と
する熱交換器の製造方法において、
　折り曲げ体の被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出
した溶融ろう材の流動性を、扁平管製造用板状体の他の部分のろう材層から溶け出した溶
融ろう材の流動性よりも低下させることを特徴とする熱交換器の製造方法。
【００１６】
　7)被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、Ｌ
ｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか１種との混合物フラックス
の懸濁液を塗布することを特徴とする上記6)記載の熱交換器の製造方法。
【００１７】
　8)被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、混合物フラックス
の懸濁液を、混合物フラックス付着量が１～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する上記7)記
載の熱交換器の製造方法。
【００１８】
　9)両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４から
なるフラックスの懸濁液を塗布し、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面の
ろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、両平坦壁
形成部へフラックス付着量よりも少なくなるように塗布する上記6)記載の熱交換器の製造
方法。
【００１９】
　10)両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４か
らなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が４～３０ｇ／ｍ２となるように塗布し
、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスの懸濁液を、フラックス付着量が、４ｇ／ｍ２未満（但し、０ｇ／ｍ２も含む
）となるように塗布する上記9)記載の熱交換器の製造方法。
【発明の効果】
【００２０】
　上記1)の扁平管の製造方法によれば、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の
面のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流動性を、扁平管製造用板状体の他の部分のろ
う材層から溶け出した溶融ろう材の流動性よりも低下させるので、上述した扁平管製造時
のろう付の際に、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け
出した溶融ろう材の扁平管内部への流入量を低減することができる。
【００２１】
　上記2)の扁平管の製造方法によれば、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の
面のろう材層に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくとも
いずれか１種との混合物フラックスの懸濁液を塗布する場合、ＫＡｌＦ４のみからなるフ
ラックスの懸濁液を塗布する場合に比べて、上述した扁平管製造時のろう付の際に、被覆
壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流
動性を低下させることができる。
【００２２】
　上記3)の扁平管の製造方法によれば、上述した扁平管製造時のろう付の際に、被覆壁形
成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流動性
を効果的に低下させることができる。混合物フラックス付着量が１ｇ／ｍ２未満であると
、被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう
材の流動性を効果的に低下させることができず、２０ｇ／ｍ２を超えると不経済になる。
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【００２３】
　上記4)の扁平管の製造方法によれば、両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側
の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を塗布し、被覆壁形成部にお
ける側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液
を、フラックス付着量が、両平坦壁形成部へフラックス付着量よりも少なくなるように塗
布するので、全部分におけるフラックス付着量が同一量となるように、ＫＡｌＦ４からな
るフラックスの懸濁液を塗布した場合に比べて、上述した扁平管製造時のろう付の際に、
被覆壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう材
の流動性を低下させることができる。
【００２４】
　上記5)の扁平管の製造方法によれば、上述した扁平管製造時のろう付の際に、被覆壁形
成部における側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層から溶け出した溶融ろう材の流動性
を効果的に低下させることができる。両平坦壁形成部における側壁用凸条が隆起した側の
面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を、フラックス付着量が４～３
０ｇ／ｍ２となるように塗布するのは、フラックス付着量が過少であると溶融ろう材の流
動性が十分ではなく、過剰になると不経済になるからである。また、被覆壁形成部におけ
る側壁用凸条が隆起した側の面のろう材層に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスの懸濁液を
、フラックス付着量が、４ｇ／ｍ２未満（但し、０ｇ／ｍ２も含む）となるように塗布す
るのは、溶融ろう材の流動性を確実に低下させるためである。
【００２５】
　上記6)～10)の熱交換器の製造方法によれば、熱交換器の製造の際に、それぞれ上記1)
～5)と同様の効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、この発明の実施形態を、図面を参照して説明する。
【００２７】
　図１および図２はこの発明による方法により製造された扁平管を示し、図３は扁平管を
製造するのに用いられる扁平管製造用板状体を示し、図４～図６は扁平管を製造する工程
の一部を示す。
【００２８】
　なお、以下の説明において、図１～図６の上下、左右をそれぞれ上下、左右というもの
とする。
【００２９】
　図１および図２において、扁平管(1)はアルミニウム製であり、互いに対向する平らな
上下壁(2)(3)（１対の平坦壁）と、上下壁(2)(3)の左右両側縁どうしにまたがる左右両側
壁(4)(5)と、上壁(2)の左側縁に一体に形成され、かつ左側壁(4)の外面全体を覆う被覆壁
(6)と、左右両側壁間(4)(5)において上下壁(2)(3)にまたがるとともに相互に所定間隔を
おいて設けられ、かつ長さ方向に伸びる複数の補強壁(7)とよりなり、内部に並列状の複
数の流体通路(8)を有するものである。なお、図示は省略したが、全ての補強壁(7)には、
隣接する流体通路(8)どうしを通じさせる複数の連通穴が、全体として平面から見て千鳥
配置状となるようにあけられている。なお、図１の一部分を拡大して示す図２においても
、ろう材の図示は省略されている。
【００３０】
　左側壁(4)は、上壁(2)の左側縁より下方隆起状に一体成形された側壁用凸条(9)と、下
壁(3)の左側縁より上方隆起状に一体成形された側壁用凸条(11)とが、先端どうしが相互
に突き合わされてろう付されることにより形成されている。両側壁用凸条(9)(11)の先端
部どうしは相欠き状に突き合わされている。すなわち、上壁(2)の側壁用凸条(9)の先端部
は左半部が欠き取られたような形状となっているとともに、下壁(3)の側壁用凸条(11)の
先端部は右半部が欠き取られたような形状となっており、上壁(2)の側壁用凸条(9)の突出
部(9a)が下壁(3)の側壁用凸条(11)の欠き取り部(11b)内に嵌り、下壁(3)の側壁用凸条(11
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)の突出部(11a)が上壁(2)の側壁用凸条(9)の欠き取り部(9b)内に嵌っている。右側壁(5)
は、上下壁(2)(3)と一体に形成されている。
【００３１】
　被覆壁(6)は、上壁(2)の左側縁を左方に延長することにより形成された被覆壁形成部を
折り曲げて左側壁(4)外面に沿わせることにより形成されており、その先端部が、下壁(3)
の左側縁部の傾斜面(3a)に係合させられた状態で、左側壁(4)、すなわち両側壁用凸条(9)
(11)の外面全体および下壁(3)の傾斜面(3a)にろう付されている。
【００３２】
　補強壁(7)は、上壁(2)より下方隆起状に一体成形された補強壁用凸条(12)(13)と、下壁
(3)より上方隆起状に一体成形された補強壁用凸条(14)(15)とが、先端どうしが相互に突
き合わされてろう付されることにより形成されている。上壁(2)および下壁(3)には、それ
ぞれ肉厚の異なる２種類の補強壁用凸条(12)(13)および(14)(15)が左右方向に交互に形成
されており、上壁(2)における肉厚の厚い補強壁用凸条(12)と下壁(3)における肉厚の薄い
補強壁用凸条(15)とがろう付され、上壁(2)における肉厚の薄い補強壁用凸条(13)と下壁(
3)における肉厚の厚い補強壁用凸条(14)とがろう付されている。以下、上下両壁(2)(3)の
肉厚の厚い補強壁用凸条(12)(14)をそれぞれ第１補強壁用凸条といい、同じく薄い補強壁
用凸条(13)(15)をそれぞれ第２補強壁用凸条というものとする。上下壁(2)(3)の第１補強
壁用凸条(12)(14)の先端面には、それぞれその長さ方向に伸びかつ他方の壁(3)(2)の第２
補強壁用凸条(15)(13)の先端部が嵌る凹溝(16)(17)が全長にわたって形成されている。そ
して、上壁(2)の第１補強壁用凸条(12)の凹溝(16)内に下壁(3)の第２補強壁用凸条(15)の
先端部が、下壁(3)の第１補強壁用凸条(14)の凹溝(17)内に上壁(2)の第２補強壁用凸条(1
3)の先端部がそれぞれ圧入された状態で、両補強壁用凸条(12)(15)および(13)(14)がろう
付されている。
【００３３】
　扁平管(1)は、図３に示す扁平管製造用板状体(20)を用いて製造される。
【００３４】
　図３において、扁平管製造用板状体(20)は、全体が両面にろう材層を有するアルミニウ
ムブレージングシートからなる圧延素板を圧延することにより形成されたものであり、上
下壁(2)(3)を形成する相互に同幅および同肉厚の平らな上壁形成部(21)（平坦壁形成部）
および下壁形成部(22)（平坦壁形成部）と、上下壁形成部(21)(22)どうしを一体に連結す
るとともに右側壁(5)を形成する連結部(23)と、上壁形成部(21)および下壁形成部(22)に
おける連結部(23)とは反対側の側縁より上方隆起状に一体成形されかつ左側壁(4)を形成
する側壁用凸条(9)(11)と、上壁形成部(21)における連結部(23)とは反対側の側縁（右側
縁）を左右方向外方（右方）に延長することにより形成された被覆壁形成部(24)と、上壁
形成部(21)および下壁形成部(22)にそれぞれ左右方向に所定間隔をおいて上方隆起状に一
体成形された複数の第１および第２補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)とを備えており、上壁
形成部(21)の第１補強壁用凸条(12)と下壁形成部(22)の第２補強壁用凸条(15)、および下
壁形成部(22)の第１補強壁用凸条(14)と上壁形成部(21)の第２補強壁用凸条(13)とが、そ
れぞれ連結部(23)の左右方向の中心線に対して左右対称となる位置にある。扁平管製造用
板状体(20)を形成するためのアルミニウムブレージングシートは、たとえばＡｌ－Ｍｎ系
合金製の芯材の両面にアルミニウムろう材層が形成されたものであり、上下両アルミニウ
ムろう材層のクラッド率は同一である。
【００３５】
　下壁形成部(22)下面の左側縁部には、左方に向かって上方に傾斜した傾斜面(3a)が形成
されている。上下壁形成部(21)の側壁用凸条(9)(11)は、それぞれ先端部に突出部(9a)(11
a)および欠き取り部(9b)(11b)を有しており、上壁形成部(21)の側壁用凸条(9)の突出部(9
a)と下壁形成部(22)の側壁用凸条(11)の欠き取り部(11b)、および上壁形成部(21)の側壁
用凸条(9)の欠き取り部(9b)と下壁形成部(22)の側壁用凸条(11)の突出部(11a)とが、それ
ぞれ連結部(23)の左右方向の中心線に対して左右対称となる位置にある。また、両側壁用
凸条(9)(11)の寸法、すなわち高さ、全体の肉厚および突出部(9a)(11a)の肉厚は同一であ
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る。上壁形成部(21)の第１補強壁用凸条(12)の先端面に下壁形成部(22)の第２補強壁用凸
条(15)が圧入される凹溝(16)が形成され、下壁形成部(22)の第１補強壁用凸条(14)の先端
面に上壁形成部(21)の第２補強壁用凸条(13)が圧入される凹溝(17)が形成されている。上
壁形成部(21)の第１補強壁用凸条(12)および下壁形成部(22)の第１補強壁用凸条(14)の寸
法、すなわち高さ、肉厚、凹溝(16)(17)の幅および凹溝(16)(17)の深さは同一である。ま
た、上壁形成部(21)の第２補強壁用凸条(13)および下壁形成部(22)の第２補強壁用凸条(1
5)の寸法、すなわち高さおよび肉厚は同一である。
【００３６】
　扁平管製造用板状体(20)は、両面にろう材層が設けられたアルミニウムブレージングシ
ートからなる圧延素板を圧延することにより、上壁形成部(21)、下壁形成部(22)、連結部
(23)、側壁用凸条(9)(11)、被覆壁形成部(24)、および補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)が
一体成形されていることにより、下壁形成部(22)の側壁用凸条(11)の外側面（左側面）、
および被覆壁形成部(24)の先端面（右端面）を除いた全体がろう材層により覆われている
。換言すれば、上壁形成部(21)および下壁形成部(22)の上下両面、連結部(23)の上下両面
、連結部(23)における上下両壁形成部(21)(22)よりも上方に突出した部分の左右両側面、
側壁用凸条(9)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)の先端面および左右両側面、第１補
強壁用凸条(12)(14)の凹溝(16)(17)の内周面、側壁用凸条(11)の先端面および右側面、な
らびに被覆壁形成部(24)の上下両面にろう材層が形成され、下壁形成部(22)の側壁用凸条
(11)の左側面および被覆壁形成部(24)の先端面（右端面）にはろう材層は形成されていな
い（図示略）。ここで、扁平管製造用板状体(20)における被覆壁形成部(24)の肉厚は上下
壁形成部(21)(22)の肉厚と同一になり、しかも被覆壁形成部(24)の上下両面のろう材層の
厚みは、上下壁形成部(21)(22)の上下両面のろう材層の厚みと同一になっている。
【００３７】
　上記においては、扁平管製造用板状体(20)は、両面にろう材層が設けられたアルミニウ
ムブレージングシートからなる圧延素板を用いたつくられているが、これに代えて、Ａｌ
－Ｍｎ系合金製の芯材の片面にろう材層が設けられ、他面にＡｌ－Ｚｎ合金からなる犠牲
腐食層が設けられたアルミニウムブレージングシートからなる圧延素板を用いたつくられ
ていてもよい。この場合、ろう材層面が側壁用凸条形成面となり、この面に連結部(23)、
側壁用凸条(9)(11)、および補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)が一体成形される。
【００３８】
　次に、扁平管製造用板状体(20)を用いての扁平管(1)の製造方法を、図４～図６を参照
して説明する。
【００３９】
　まず、図４に示すように、側壁用凸条(9)(11)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)を
含んで上下壁形成部(21)(22)の上面に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁してな
るフラックス懸濁液を、フラックス付着量が１５～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する。
なお、フラックス付着量とは、塗布したフラックス懸濁液の水を除いたフラックスのみの
量を表す。付着したフラックスを(25)で示す。また、図５に示すように、被覆壁形成部(2
4)の上面に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいず
れか１種との混合物からなる混合物フラックスを水に懸濁してなる混合フラックス懸濁液
を、フラックス付着量が１～２０ｇ／ｍ２となるように塗布する。付着した混合物フラッ
クスを(26)で示す。ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくと
もいずれか１種との混合物フラックスにおいて、ＫＡｌＦ４とその他のフッ化物との混合
比は、その他のフッ化物を１重量部とした場合、ＫＡｌＦ４を１０～１５重量部とするこ
とが好ましい。
【００４０】
　ついで、ロールフォーミング法により、扁平管製造用板状体(20)を連結部(23)の左右両
側で順次折り曲げていき（図６(a)参照）、最後にヘアピン状に折り曲げて両側壁用凸条(
9)(11)の突出部(9a)(11a)と欠き取り部(11b)(9b)とを嵌め合わせるとともに、第２補強壁
用凸条(13)(15)の先端部を第１補強壁用凸条(12)(14)の凹溝(17)(16)内に圧入する。
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【００４１】
　ついで、被覆壁形成部(24)を折り曲げていき、両側壁用凸条(9)(11)の外面に沿わせる
とともに、その先端部を下壁形成部(22)の傾斜面(3a)に係合させて折り曲げ体(20A)を得
る（図６(b)参照）。
【００４２】
　その後、折り曲げ体(20A)を所定温度に加熱し、両側壁用凸条(9)(11)の先端部どうしお
よび両補強壁用凸条(12)(15)および(13)(14)の先端部どうしを上記ろう材層を利用して相
互にろう付することにより左側壁(4)と補強壁(7)を形成し、連結部(23)により右側壁(5)
を形成し、さらに上壁形成部(21)により上壁(2)を、下壁形成部(22)により下壁(3)をそれ
ぞれ形成する。また、被覆壁形成部(24)を左側壁(4)および下壁(3)の傾斜面(3a)にろう付
することにより被覆壁(6)を形成する。こうして、扁平管(1)が製造される。
【００４３】
　このろう付の際に、被覆壁形成部(24)の上面に形成されていたろう材層から溶け出した
溶融ろう材の流動性が低下させられているので、溶融ろう材が大量に流体通路(8)内に流
入することが防止される。
【００４４】
　扁平管(1)が、たとえば図７に示すコンデンサの熱交換管(52)として用いられる場合、
扁平管(1)の製造は、コンデンサの製造と同時に行われることがある。すなわち、コンデ
ンサは次のようにして製造される。まず、複数の折り曲げ体(20A)を用意するとともに、
複数の折り曲げ体挿入穴を有する１対のアルミニウム製ヘッダ(50)(51)と、複数のアルミ
ニウム製コルゲートフィン(53)とを用意する。ついで、１対のヘッダ(50)(51)を間隔をお
いて配置するとともに、折り曲げ体挿入穴と同数の折り曲げ体(20A)とフィン(53)とを交
互に配置し、折り曲げ体(20A)の両端部をヘッダ(50)(51)の折り曲げ体挿入穴に挿入する
。その後、これらを所定温度に加熱し、上述したようにして扁平管(1)を製造するのと同
時に、扁平管(1)とヘッダ(50)(51)、ならびに扁平管(1)とコルゲートフィン(53)とを、そ
れぞれ扁平管製造用板状体(20)のろう材層を利用して同時にろう付する。こうして、コン
デンサが製造される。
【００４５】
　上述した扁平管(1)を備えた熱交換器は、フロン系冷媒を使用し、かつ圧縮機、コンデ
ンサおよびエバポレータを有する冷凍サイクルが、カーエアコンとして搭載されている車
両、たとえば自動車において、上記冷凍サイクルのコンデンサとして用いられる。また、
上記冷凍サイクルのエバポレータとして用いられる。さらに、上述した扁平管(1)を備え
たオイルクーラやラジエータとして自動車に搭載されることもある。
【００４６】
　なお、上述した扁平管(1)は、ＣＯ２冷媒などの超臨界冷媒を使用し、かつ圧縮機、ガ
スクーラ、エバポレータ、減圧器、およびガスクーラから出てきた冷媒とエバポレータか
ら出てきた冷媒とを熱交換させる中間熱交換器を有する超臨界冷凍サイクルが、カーエア
コンとして搭載されている車両、たとえば自動車において、ガスクーラやエバポレータに
用いられることがある。
【００４７】
　次に、この発明による扁平管の製造方法の他の実施形態を示す。
【００４８】
　この製造方法の場合、側壁用凸条(9)(11)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(15)を含ん
で上下壁形成部(21)(22)の上面に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁してなるフ
ラックス懸濁液を、フラックス付着量が４～３０ｇ／ｍ２となるように塗布する。なお、
側壁用凸条(9)の右側面にも上記フラックス懸濁液を塗布する。また、被覆壁形成部(24)
の上面に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を、フラ
ックス付着量が４ｇ／ｍ２未満（０ｇ／ｍ２も含む）となるように塗布する。
【００４９】
　その後は、上述した実施形態の場合と同様に折り曲げ体(20A)を得、当該折り曲げ体(20
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A)を所定温度に加熱し、両側壁用凸条(9)(11)の先端部どうしおよび両補強壁用凸条(12)(
15)および(13)(14)の先端部どうしを上記ろう材層を利用して相互にろう付することによ
り左側壁(4)と補強壁(7)を形成し、連結部(23)により右側壁(5)を形成し、さらに上壁形
成部(21)により上壁(2)を、下壁形成部(22)により下壁(3)をそれぞれ形成する。また、被
覆壁形成部(24)を左側壁(4)および下壁(3)の傾斜面(3a)にろう付することにより被覆壁(6
)を形成する。こうして、扁平管(1)が製造される。
【００５０】
　このろう付の際に、被覆壁形成部(24)の上面に形成されていたろう材層から溶け出した
溶融ろう材の流動性が低下させられているので、溶融ろう材が大量に流体通路(8)内に流
入することが防止される。
【００５１】
　以下、この発明による扁平管の製造方法の上述した２つの実施形態の具体的実施例を比
較例とともに示す。
【００５２】
実施例１～７
　扁平管製造用板状体(20)における側壁用凸条(9)(11)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(
15)を含んで上下壁形成部(21)(22)の上面に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁
してなるフラックス懸濁液を、フラックス付着量が２０ｇ／ｍ２となるように塗布した。
また、扁平管製造用板状体(20)における被覆壁形成部(24)の上面に、ＫＡｌＦ４と、Ｌｉ
Ｆ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のうちの少なくともいずれか１種との混合物からなる混合
フラックスを水に懸濁してなる混合フラックス懸濁液を、フラックス付着量が１５ｇ／ｍ
２となるように塗布した。混合フラックスにおけるＫＡｌＦ４と混合したフッ化物の種類
、およびフッ化物を１重量部とした場合のＫＡｌＦ４の量を表１に示す。
【００５３】
　ついで、上述した実施形態の方法と同様にして扁平管を製造した。
【表１】

【００５４】
実施例８
　扁平管製造用板状体(20)における側壁用凸条(9)(11)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(
15)を含んで上下壁形成部(21)(22)の上面に、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁
してなるフラックス懸濁液を、フラックス付着量が２０ｇ／ｍ２となるように塗布した。
また、扁平管製造用板状体(20)における被覆壁形成部(24)の上面に、ＫＡｌＦ４からなる
フラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を、フラックス付着量が１ｇ／ｍ２とな
るように塗布した。ついで、上述した他の実施形態の方法と同様にして扁平管を製造した
。
【００５５】
実施例９
　扁平管製造用板状体(20)の上下壁形成部(21)(22)の上面へのフラックス付着量が１５ｇ
／ｍ２、被覆壁形成部(24)の上面へのフラックス付着量が０ｇ／ｍ２となるように、ＫＡ
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ｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を塗布した他は、上記実
施例８と同様にして扁平管を製造した。
【００５６】
実施例１０
　扁平管製造用板状体(20)の上下壁形成部(21)(22)の上面へのフラックス付着量がを２５
ｇ／ｍ２、被覆壁形成部(24)の上面へのフラックス付着量が０．２ｇ／ｍ２となるように
、ＫＡｌＦ４からなるフラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を塗布した他は、
上記実施例８と同様にして扁平管を製造した。
【００５７】
比較例
　扁平管製造用板状体(20)における側壁用凸条(9)(11)および補強壁用凸条(12)(13)(14)(
15)を含んで上下壁形成部(21)(22)の上面、および被覆壁形成部(24)の上面に、ＫＡｌＦ

４からなるフラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を、フラックス付着量が１５
ｇ／ｍ２となるように塗布した。ついで、上述した実施形態の方法と同様にして扁平管を
製造した。
【００５８】
評価試験
　上記実施例１～１０および比較例により製造された扁平管について、被覆壁形成部(24)
の上面に形成されたろう材層からの溶融ろう材の流動性を、所定の部位のろう付後のろう
材厚さを測定することにより調べた。また、製造された扁平管における左端の流体通路(8
)へのろう材の流入の程度を調べた。これらの結果を表２に示す。表２の流動性の欄にお
いて、ろう材の流動性が良いものを○、若干悪いものを△、悪いものを×で示す。また、
表２のろう材の流入の欄において、ほとんど流入しておらず、流体通路の断面形状の変化
が少ないものを○、多くのろう材が流入しているものを×で示す。
【表２】

【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】この発明の方法により製造された扁平管を示す横断面図である。
【図２】図１の部分拡大図である。
【図３】この発明の方法により扁平管を製造するのに用いられる扁平管製造用板状体を示
す正面図である。
【図４】側壁用凸条および補強壁用凸条を含んで上下壁形成部の上面に、ＫＡｌＦ４から
なるフラックスを水に懸濁してなるフラックス懸濁液を塗布した状態を示す図３の部分拡
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【図５】被覆壁形成部の上面に、ＫＡｌＦ４と、ＬｉＦ、ＫＺｎＦ３およびＺｎＦ２のう
ちの少なくともいずれか１種との混合物からなる混合物フラックスを水に懸濁してなる混
合フラックス懸濁液を塗布した状態を示す図３の部分拡大図に相当する断面図である。
【図６】この扁平管製造用板状体から扁平管を製造する工程の一部を示す図である。
【図７】カーエアコン用コンデンサを示す斜視図である。
【符号の説明】
【００６０】
(1)：扁平管
(2)：上壁（平坦壁）
(3)：下壁（平坦壁）
(4)(5)：側壁
(6)：被覆壁
(9)(11)：側壁用凸条
(20)：扁平管製造用板状体
(21)：上壁形成部（平坦壁形成部）
(22)：下壁形成部（平坦壁形成部）
(23)：連結部
(24)：被覆壁形成部
(25)：ＫＡｌＦ４からなるフラックス
(26)：混合物フラックス

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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